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4月 （卯月） APRIL

29日・みどりの日

類似商号規制は、既に他人が登記した商号が
あった場合、同じ市区町村内では同一の営業を
目的として同一の商号を登記できない制度。商
法で規定されていますが、今年5月施行予定の
「会社法」では、規制の効力が同一市区町村内に
限定されていることや営業目的の記載に問題が
あること等からこの規制を撤廃しています。

国　税／3月分源泉所得税の納付 4月10日

国　税／2月決算法人の確定申告（法人税・消費税等）

5月1日

国　税／8月決算法人の中間申告 5月1日

国　税／5月、8月、11月決算法人の消費税の中間申告

（年3回の場合） 5月1日

地方税／給与支払報告に係る給与所得者異動届の提出

4月17日

地方税／固定資産税（都市計画税）の第1期分の納付

4月中において市町村の条例で定める日

地方税／土地・家屋価格等縦覧帳簿の縦覧

4月1日～4月20日

または最初の納期限のいずれか遅い日以後の日まで

地方税／軽自動車税の納付

4月中において市町村の条例で定める日

労　務／労働者死傷病報告（1月～3月分） 5月1日

類似商号規制の廃止

4 月 の 税 務 と 労 務
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従
業
員
に
支
給
さ
れ
る
金
品
は
原
則
と

し
て
給
与
と
し
て
課
税
さ
れ
ま
す
が
、

税
法
上
非
課
税
と
さ
れ
て
い
る
も
の
が

あ
る
の
で
、
主
な
も
の
を
以
下
整
理
し

て
み
ま
す
。

宿
日
直
料

宿
日
直
料
は
、
一
回
の
宿
日
直
に
つ

い
て
支
給
さ
れ
る
金
額
の
う
ち
、
四
千

円
ま
で
の
部
分
に
つ
い
て
は
、
原
則
と

し
て
課
税
さ
れ
ま
せ
ん
。

深
夜
勤
務
者
の
食
事
代

正
規
の
勤
務
時
間
の
一
部
又
は
全
部

が
深
夜
（
午
後
十
時
か
ら
翌
日
午
前
五

時
）
に
及
び
、
夜
食
の
提
供
が
で
き
な

い
た
め
、
こ
れ
に
代
え
て
通
常
の
給
与

に
加
算
し
て
支
給
さ
れ
る
食
事
代
で
、

そ
の
支
給
額
が
勤
務
一
回
に
つ
き
三
百

円
（
税
抜
き
）
以
下
の
も
の
に
つ
い
て

は
、
非
課
税
と
さ
れ
ま
す
。

結
婚
祝
金
品
等

結
婚
、
出
産
等
の
祝
金
品
は
、
そ
の

金
額
が
支
給
を
受
け
る
役
員
又
は
使
用

人
の
地
位
な
ど
に
照
ら
し
て
社
会
通
念

上
相
当
と
認
め
ら
れ
る
も
の
で
あ
れ
ば
、

4月号 2

交通機関を利用したとしたならば負担することとなる１か月当たりの合理的な運賃等の額が11,300円、 
16,100円、20,900円又は24,500円を超える場合には、その運賃相当額（最高限度額100,000円） 

非課税 
限度額 ２４,５００円 ２０,９００円 １６,１００円 １１,３００円 ６,５００円 ４,１００円 全額課税 

図表1　交通用具を使用している場合の非課税通勤費（１か月当たり） 
 

図表2　旅費の判定 

片道の 
通勤距離 

45km 
以上 

35km 
以上 

25km 
以上 

15km 
以上 

10km 
以上 

2km 
以上 

NO

NO

YES

YES

旅行の種類 判定要素 

①　勤務する場所を離れて職
務を遂行するための旅行 

②　転任に伴う転居のための
旅行 

③　就職又は退職に伴う転居
のための旅行 

④　死亡による退職をした者の
遺族の転居のための旅行 

判断基準 

①及び②の範囲内か 非課税 課税 

①　その支給額が全社員を通
じて適正なバランスが保
たれた基準によって計算
されているかどうか 

②　その支給額が同業種、同
規模の事業所に比し相当
な金額であるかどうか 

①　旅行の目的 
②　目的地、行路 
③　期間の長短 
④　宿泊の要否 
⑤　職務内容、地位 

非
課
税
と
さ
れ
る
給
与 

1

23



課
税
さ
れ
ま
せ
ん
。

見
舞
金

見
舞
金
は
、
そ
の
金
額
が
支
給
を
受

け
る
役
員
又
は
使
用
人
の
地
位
な
ど
に

照
ら
し
て
社
会
通
念
上
相
当
と
認
め
ら

れ
る
も
の
で
あ
れ
ば
、
課
税
さ
れ
ま
せ

ん
。

通
勤
手
当
等

通
勤
手
当
や
通
勤
用
定
期
乗
車
券
の

支
給
は
、
一
ヶ
月
当
た
り
一
定
の
金
額

（
最
高
限
度
額
一
〇
万
円
）
ま
で
は
非
課

税
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

な
お
、
車
等
交
通
用
具
を
使
用
し
て

い
る
場
合
の
非
課
税
限
度
額
は
、
片
道

の
通
勤
距
離
に
応
じ
、
図
表
１
に
よ
っ

て
計
算
さ
れ
ま
す
。

旅
費

勤
務
す
る
場
所
を
離
れ
て
職
務
を
遂

行
す
る
た
め
に
行
う
旅
行
な
ど
の
場
合
、

そ
の
旅
行
に
必
要
な
支
出
に
充
て
る
た

め
支
給
さ
れ
る
金
品
で
、
そ
の
旅
行
に

つ
い
て
通
常
必
要
と
認
め
ら
れ
る
旅
費

に
つ
い
て
は
、
課
税
さ
れ
ま
せ
ん
。
具

体
的
に
は
図
表
２
の
よ
う
に
判
断
さ
れ

ま
す
。

海
外
渡
航
費

使
用
者
が
役
員
又
は
使
用
人
に
対
し

て
海
外
渡
航
の
た
め
に
支
給
す
る
旅
費

等
は
、
そ
の
海
外
渡
航
が
使
用
者
の
業

務
の
遂
行
上
直
接
必
要
と
認
め
ら
れ
る

場
合
に
、
そ
の
海
外
渡
航
の
た
め
に
通

常
必
要
と
認
め
ら
れ
る
部
分
の
金
額
に

限
り
、
非
課
税
と
さ
れ
て
い
ま
す
（
観

光
や
通
常
必
要
と
認
め
ら
れ
る
部
分
を

超
え
る
部
分
は
賞
与
と
な
り
ま
す
）。

外
国
人
に
対
す
る
休
暇
帰
国
の
た

め
の
旅
費

使
用
人
が
、
国
内
に
お
い
て
長
期
間

引
き
続
き
勤
務
す
る
外
国
人
に
対
し
、

就
業
規
則
等
に
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り

相
当
の
勤
務
期
間
（
お
お
む
ね
一
年
以

上
の
期
間
）
を
経
過
す
る
ご
と
に
休
暇

の
た
め
の
帰
国
を
認
め
、
そ
の
帰
国
の

た
め
の
旅
行
に
必
要
な
支
出
に
充
て
る

も
の
と
し
て
支
給
す
る
金
品
に
つ
い
て

は
、
そ
の
支
給
す
る
金
品
の
う
ち
、
往

復
に
要
す
る
運
賃
で
、
最
も
経
済
的
か

つ
合
理
的
と
認
め
ら
れ
る
通
常
の
旅
行

の
経
路
及
び
方
法
に
よ
る
も
の
に
相
当

す
る
部
分
に
限
り
、
非
課
税
と
さ
れ
ま

す
。こ

の
趣
旨
は
、
本
国
を
離
れ
て
勤
務

す
る
こ
と
と
な
っ
た
労
働
環
境
の
特
殊

性
に
対
し
て
配
慮
し
た
も
の
で
す
。

災
害
補
償
金
等

労
働
基
準
法
に
基
づ
く
療
養
の
給
付

や
費
用
、
休
業
補
償
、
障
害
補
償
、
打

切
補
償
、
遺
族
補
償
及
び
葬
祭
料
は
非

課
税
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

死
亡
退
職
者
の
給
与
等

死
亡
し
た
人
に
係
る
給
与
や
退
職
金

で
、
そ
の
死
亡
後
に
支
給
期
の
到
来
す

る
も
の
の
う
ち
相
続
税
法
の
規
定
に
よ

り
相
続
税
の
課
税
価
格
計
算
の
基
礎
に

算
入
さ
れ
る
も
の
に
つ
い
て
は
、
所
得

税
は
課
税
さ
れ
ま
せ
ん
。

技
術
習
得
費

業
務
上
の
必
要
性
に
基
づ
き
、
職
務

に
直
接
必
要
な
技
術
や
知
識
を
習
得
さ

せ
る
た
め
の
適
正
な
費
用
の
額
は
、
非

課
税
と
さ
れ
て
い
ま
す
。
具
体
的
に
は

図
表
３
の
よ
う
に
判
定
さ
れ
ま
す
。

3 4月号

NO NO NO

業務の遂行上の 
必要に基づくものか 

図表3　技術習得費の取扱い 

YES
職務に直接必要な 
技術、知識、資格を 
取得させるものか 

YES

費用の額は適正か 

YES

課税 

非課税 

課税 
 

適正な額を 
超える部分 
の額 

56

78

91011
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4月号 4

当
社
は
前
期
に
お
い
て
、
五
年

落
ち
の
中
古
製
造
用
機
械
を
取
得

し
、
事
業
の
用
に
供
し
ま
し
た
が
、
そ
の

減
価
償
却
に
あ
た
り
、
法
定
耐
用
年
数
の

一
〇
年
を
適
用
し
て
償
却
限
度
額
を
計
算

し
て
確
定
申
告
し
ま
し
た
。
こ
れ
に
対
し

て
、
当
期
に
お
い
て
見
積
耐
用
年
数
を
適

用
し
た
い
と
考
え
て
い
ま
す
が
、
認
め
ら

れ
ま
す
か
？残

念
な
が
ら
認
め
ら
れ
ま
せ

ん
。

中
古
資
産
を
取
得
し
て
事
業
の
用
に
供

し
た
場
合
、
そ
の
資
産
の
耐
用
年
数
は
、

そ
の
事
業
の
用
に
供
し
た
時
以
後
の
使
用

可
能
期
間
と
し
て
見
積
も
ら
れ
る
年
数
に

よ
る
こ
と
が
で
き
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
ま

す
。
こ
の
残
存
耐
用
年
数
の
見
積
は
、
中

古
資
産
を
取
得
し
、
そ
の
事
業
の
用
に
供

し
た
事
業
年
度
に
お
い
て
す
る
こ
と
が
で

き
る
こ
と
と
さ
れ
て
い
ま
す
の
で
、
そ
の

事
業
年
度
に
残
存
耐
用
年
数
を
算
定
し
な

か
っ
た
場
合
に
は
、
そ
の
後
の
事
業
年
度

に
お
い
て
算
定
す
る
こ
と
は
で
き
な
い
の

で
す
。

数
年
間
休
眠
状
態
の
会
社
を
買
収
し

て
、
そ
の
事
業
の
再
開
と
同
時
に
多
額

の
設
備
投
資
を
す
る
場
合
、
消
費
税
の

還
付
が
予
想
さ
れ
ま
す
。

こ
の
場
合
、
数
年
間
、
休
業
状
態
で

あ
っ
た
の
で
、
事
業
を
再
開
し
た
今
期

は
免
税
事
業
者
と
な
っ
て
い
る
た
め
、

今
期
開
始
の
日
の
前
日
ま
で
に
課
税
事

業
者
を
選
択
し
な
け
れ
ば
、
還
付
申
告

は
で
き
な
い
も
の
と
思
わ
れ
が
ち
で
す

が
、
次
の
救
済
措
置
が
設
け
ら
れ
て
い

ま
す
。

「
そ
の
課
税
期
間
の
開
始
の
日
の
前

日
ま
で
二
年
以
上
に
わ
た
り
売
上
も
仕

入
も
な
か
っ
た
よ
う
な
事
業
者
が
事
業

を
再
開
し
た
場
合
に
は
、
新
規
開
業
に

該
当
す
る
も
の
と
し
て
取
扱
う
」

し
た
が
っ
て
、
今
期
の
末
日
ま
で
に

課
税
事
業
者
を
選
択
す
れ
ば
還
付
を
受

け
る
こ
と
が
で
き
る
の
で
す
。

中
古
資
産
の
耐
用
年
数
の
見
積
り
の
時
期

再
開
業
の
場
合
の
消
費
税
の
届
出
書
の
効
力

今年の夏にブティックを開業する

ため建物建築とその内装工事を行う

予定ですが、私にはこれらをまかな

うだけの資力がありません。そこで、その費

用を夫に負担してもらおうと思っています

（登記名義は夫）。

この場合に、何か課税上の問題はあります

か？また、問題がある場合にはどのように対

処すればよいでしょうか？

１　所得税の検討
事業主が同一生計親族に給料、家

賃、借入金利子などを支払っても、

その支払った金額をその事業主の必要経費と

することはできないとされています。その反

面、事業主からこれらの対価を受けるべき親

族が要した経費については、その事業主の経

費とすることが認められています。

したがって、ご質問の場合は、夫が負担し

た建物や内装工事の費用については、その減

価償却費等を事業主である妻の必要経費とす

ることが認められます。

２　消費税の検討
消費税については、少し問題があります。

開業に伴う大きな設備投資をされるわけです

から、消費税の還付申告を前提としますが、

夫の負担した建物等の取得費にかかる消費税

額は妻の課税仕入れとすることはできません

ので注意が必要です。

消費税では、事業者自らが行った課税仕入

れでなければ仕入税額控除は認められません。

消費税と所得税は別物であるということです。

３　対応
ご質問の場合、妻の負担で建物等を取得す

れば、何の問題もありません。夫が保証人に

なって妻が金融機関から融資を受け、建物等

を取得すればよいでしょう。この場合、その

借入金の返済についても、妻が行うことが必

要となります。

同一生計親族が負担した
事業用資産の取得費の取扱い

税金 

メモ 
一口 

問答




